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要旨 

 

先行研究において日本の失業率の地域間格差は徐々に減少していることが指摘されてい

る．そこで，本論文では，人口移動が地域労働市場間の調整としてどのように機能している

のかを 1980 年から 2010 年までの市区町村データを用いて実証的に明らかにする．本研究の

特徴は，空間計量経済モデルを用いることで，人口移動の地域間の相互従属性を同時に考慮

している点である．分析結果より，高失業率が人口移動のプッシュ要因として機能していた

こと，また人口流出率と人口流入率がそれぞれ正の有意な空間従属性を示すことを明らかに

している．さらに，人口流出率の高い地域ほど，失業率の変化率が低く抑えられていること

も明らかにされる．以上の分析結果を考慮すると，高失業率によって広範に地域から人口が

流出し，そのような人口移動パターンが失業率の地域間格差縮小に寄与していたということ

が強く示唆される． 
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1 はじめに

地域労働市場の異質性や相互関係の分析に学術的・政策的な観点から非常に大きな関心が集

まっている (e.g., OECD, 1990, 2000, 2005)．特に Blanchard and Katz (1992)や Decressin

and Fatás (1995)の研究が非常に大きな影響を与えたように，一国のマクロ経済分析とは異な

り，国内の地域マクロ経済分析では新たに人口移動による地域間の調整メカニズムを考えること

が必要になる．つまり，地域特異のショックが生じた場合に，域内で調整される効果とは別に，

労働移動を通じて地域間でどのように調整されるのかが大きな焦点となっている．このような

視点は『平成 16年度経済財政白書』(内閣府, 2004, 第 2章)においても強調され，労働移動が適

切に機能しなければ，地域労働市場の問題がますます悪化する可能性があると指摘されている．

Hashimoto and Higuchi (2005)も同様に，日本の労働市場の喫緊の問題の一つとして失業の地

域間格差を掲げており，労働移動による需要格差の調整の重要性について指摘している．このよ

うな背景を踏まえ，本研究では，失業率の地域間格差という視点から人口移動がどのように機能

していたのかを分析している．

日本の失業率の地域間格差に関する既存研究によると，失業率の地域間格差は徐々に縮小傾向

にあることが示されている (勇上, 2005, 2010; 周・大竹, 2006)．図 1 では，2005年から 2010

年までの間の失業率のデータを示している．図 1(a)では，2005年時点の市区町村別の失業率の

地理分布が示されており，青森県，大阪府，高知県，福岡県，沖縄県の周辺は高い失業率を示す

一方で，北陸・中部・中国地方は低い失業率を示すことがわかる．そして，図 1(b)では，2005

年と 2010年との間でどのように失業率が変化したのかが示されている1)．2005年時点における

相対失業率（全国失業率に対する市区町村別失業率）が 1より小さかった市区町村は正の変化率

を示す一方で，相対失業率が 1より大きかった市区町村は負の変化率を示すことから，全国平均

へ収束するような傾向が直近の 2005–2010年のデータからも把握することができる2)．

本稿の目的は，このように失業率の地域間格差が縮小している背後のメカニズムとして，人口

移動がどのように影響しているのかを明らかにすることである．人口移動の要因としてプッシュ

要因とプル要因が知られており，プッシュ要因とは地域から人々が押し出される要因（高い失業

率等），プル要因とは地域へ人々を引き寄せる要因（高い賃金・所得等）を指す．本稿で特に注

目する点は，失業率の高さがプッシュ要因として機能していたのかどうかである．失業率の地域

間格差が縮小するという点で見れば，失業率の高い地域から労働者が職を探して流出傾向にあっ

たはずである．また同時に，失業率の低い地域に労働者が引き寄せられていたのかもしれない．

そして，このような人口移動パターンの結果として，失業率の地域間格差の縮小が見られるのな

らば，人口流出率の高い地域ほど相対失業率の変化率は低く，人口流入率の高い地域ほど相対失

業率の変化率は高くなっていることが予測される．したがって，本稿では (1)失業率の高い地域

1)
Overman and Puga (2002)と同様に，失業率の地理分布を時系列間で比較するために，全国失業率を基準とし
た相対失業率を用いている．つまり，相対失業率が 1 であれば，市区町村別失業率が全国失業率と一致すること
を意味する．

2) 日本とは対照的に，ヨーロッパでは 1980 年代から 1990 年代にかけて二極化 (polarization)の傾向があったこ
とが指摘されている (Overman and Puga, 2002)．
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(a) 失業率の地理分布（2005年）
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(b) 市区町村失業率は全国平均に収束傾向

図 1 2005–2010 年における失業率の地域間格差の縮小への動き

注）2005 年，2010 年国勢調査より著者作成．失業率は 30km 圏内で空間平滑化している．図 1(a) では市区町村を 6

分位階級で分類している．図 1(b)では全国失業率で相対化した市区町村別失業率を用いており，2005 年から 2010 年
までの間の相対失業率の変化率と 2005 年時点の相対失業率の分布のそれぞれ上位下位 0.5% に含まれる市区町村はサ
ンプルから除いている．データのない数件の市区町村は最下位の区分に分類されている．

から労働者が流出傾向にあったのか，(2)失業率の低い地域へ労働者が流入傾向にあったのか，

(3)相対失業率の変化率と労働者の流出入率との間にはどのような関係があったのか，という 3

点を検証することで人口移動と失業率の地域間格差の縮小の関係を明らかにしようとしている．

本稿の分析の特徴は，空間計量経済モデルを用いることで人口移動に関する地域間の相互従属

性を検証している点である．例えば，労働者がある地域から流出する場合，その行動自体が近隣

地域の労働者の流出にも影響を与える可能性を示唆する．このような空間従属性が存在する場

合，失業率のプッシュ要因の影響は地域広範に波及することがモデルより明らかにされる．さら

に，人口移動における空間従属性がどのように失業率の変化率に影響を及ぼすのかも検証して

いる．

日本の既存研究では，Montogomery (1994)が都道府県データを用いて純人口流入率と失業

率の分析を行っているが，失業率の上昇が人口流出を増加するようには働いていないことを指摘

している．その一方で，太田・大日 (1996)は都道府県間の人口移動フローデータを用いて，出

身地と到着地の失業率格差が大きいほど人口移動が行われやすいことを発見しており，出身地

の失業率が上昇すれば人口流出量が増えることを指摘している．勇上 (2010)も基本的に同様の

結果を得ているが，25歳以下の若年層では失業率格差による人口移動の反応は観測されず，25

歳以降から失業率格差が人口移動の要因として大きな影響を及ぼすことを発見している3)．ただ

し，先行研究では人口移動の要因分析のみであり，人口移動の結果として地域失業率がどのよう

3) 賃金・所得の地域間格差も人口移動の重要な要因であり，太田・大日 (1996) や勇上 (2010) でも分析されてい
る．本研究でも市区町村別の平均一人当たり所得を用いてプル要因を検証している．ただし，地域間人口移動分
析においては，単に名目賃金・所得ではなく，地域間の生計費の違いを考慮した実質賃金・所得を比較すること
も重要である．例えば，Kondo and Okubo (2015)では，空間経済モデルより生計費の地域間の違いを考慮し
た実質賃金を推計し，1980・1990年代の製造業労働者の地域間移動を分析した結果，名目賃金ではなく実質賃金
の高い地域において純人口流入率が高くなっていたことを明らかにしている．
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に変化しているのかまでは明らかにされてはいない．失業率格差が人口移動の要因であったと

しても，人口移動の総効果として失業率格差の縮小が見られるとも限らない4)．したがって，本

稿では，人口移動が相対失業率の変化率に対しどのような影響を与えているのかついても同時に

分析を行っている．

地域間格差と人口移動の関係の重要性は海外でも強調されている．例えば，Pissarides and

McMaster (1990)の英国の地域データを用いた研究によると，失業率の上昇が純人口流入率を

引き下げる効果があることがわかり，非常に時間はかかるものの失業率の格差がなくなるような

メカニズムが働いていることが指摘されている．Pissarides and Wadsworth (1989)の英国の

労働者個票データによると，上述の背後には失業を経験した労働者がより地域間移動をしやすい

ことが関係していると指摘している5)．Niebuhr et al. (2012)はドイツの地域データを用いて

失業率と人口移動の関係を分析しているが，純人口流入率では人口流入と人口流出の非対称性が

考慮できないことを指摘しており，特に人口流出が失業率を引き下げる効果を持っていることを

指摘している．本研究でも，人口移動の非対称を考慮するため純人口流入率ではなく，プッシュ

要因とプル要因を識別できるよう人口流出率と人口流入率を分けて推定する．

本研究の実証結果が示すことは，人口移動は近隣地域同士で相互に影響し合っており，失業率

のプッシュ要因によって引き起こされる人口流出の影響は空間従属性を通じて地域広範に波及

するということである．また，自地域の人口流出率の上昇が自地域の相対失業率の変化率に負の

効果を与えるだけでなく，近隣地域の人口流出率の上昇も，波及効果を通じて，同様の影響を与

えることがわかっている．以上の結果を考慮すると，失業率の高さが地域一帯の人口流出を促

し，そのような人口移動パターンが失業率の地域間格差縮小に寄与していたということが強く示

唆される．

本稿の構成は以下の通りである．第 2節では，空間計量経済モデルの性質について述べる．第

3 節では，人口移動のプッシュ要因とプル要因を分析する空間計量経済モデルを中心に解説す

る．第 4節では，本論文で用いる市区町村データについて述べる．第 5節では，推定結果につい

て議論する．最後に，第 6節では本論文の結論と政策的含意について述べる．

2 空間計量経済モデル

2.1 空間重み行列

空間計量経済モデルを推定する際に必要なのが空間重み行列である．空間重み行列は，地域間

ネットワークとその相互従属性の度合いを決める重要な役割を果たす．本研究では，市区町村間

の距離行列より空間重み行列を構築する．まず，地理情報システムソフトウェアより市区町村の

平面の重心となる緯度・経度を求める．それから，Vincenty (1975)の手法により市区町村 iと

市区町村 j との間の大圏距離 dij を計測する．その後，任意の距離減衰パラメータ δ を事前に与

4) 必ずしも人口移動が失業率の地域間格差を減らすわけではないことは近年の空間経済学の理論分析において指摘
されている (Epifani and Gancia, 2005; vom Berge, 2013; Zierahn, 2013)．

5) 失業率が人口移動に与える要因についての議論は Greenwood (1975, 1997)も参照されたい．
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えて，以下のように空間重み行列W の ij 要素を計算する．

wij =

{
0, if i = j

d−δ
ij /

∑n
j=1 d

−δ
ij , if i �= j

ここで，空間重み行列は行和が 1になるように基準化されていることに注意する．したがって，

加重平均を求めるための重みとして解釈することができる．なお距離減衰パラメータ δ が大き

くなるということは，より近隣市区町村からの比重が増すことを意味する．

頑健性チェックのため，推定では距離減衰パラメータ δの値を 2, 4, 6, 8で試し，その中で対数

尤度を比較し人口流入率の推定結果より最も当てはまりのよかった δ = 4を全期間で通じて使

用している．その他の δ の値の分析結果に関しては補論Aにおいて議論している6)．

2.2 空間従属性と空間波及効果

地域データの特徴は，互いに独立ではなく相互に従属的な単位の集合であり，一種のネット

ワーク性を示すということである．したがって，個人や企業の無作為抽出とは異なり，地域間

ネットワークの構造をモデルで考慮する必要がある．その代表的なものが，空間従属性と呼ばれ

る相互に影響しあう効果であり，空間計量経済モデルによって検証される．

空間従属性を考慮しない最も基本的な線形回帰モデルは以下のように表される．

y = Xβ + u, u ∼ i.i.d. N(0, σ2I) (1)

ここで，y は従属変数の n× 1ベクトル，X は説明変数の n× k 行列，uは誤差項の n× 1ベ

クトル，σ2 は誤差項の分散を表す．次に，従属変数における空間従属性を考慮した空間計量経

済モデル（以下，SARモデル）は以下のように表すことができる．

y = ρWy +Xβ + u, u ∼ i.i.d. N(0, σ2I) (2)

ここで，Wy が空間ラグと呼ばれる項である．空間重み行列が行和標準化されていることから，

空間ラグ項Wyは，ある地域における近隣地域の変数の加重平均を意味している．したがって，

もし ρ �= 0であれば，近隣地域の従属変数自体の変化からも自地域の従属変数が影響を受ける

こと（言い換えると，自地域における従属変数の変化が近隣地域の従属変数にも影響を与えるこ

と）がわかり，ρによってそのような空間従属性が計測される．

さらに，SARモデルを整理すると以下のように書き直すことができる．

y = (In − ρW )−1Xβ + (In − ρW )−1u

ここで，In は n × n単位行列を表す．無限等比級数の性質を用いて逆行列 (In − ρW )−1 を展

開すると，

y = Xβ + ρWXβ + ρ2W 2Xβ + ρ3W 3Xβ + . . .︸ ︷︷ ︸
空間波及効果

+(In − ρW )−1u (3)

6) 距離減衰パラメータ δ を内生的に推定することは困難なため，事前にいくつかの値を試し比較している．
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となり，SARモデルが空間波及効果の複雑な過程を考えていることがわかる．つまり，モデル

(3)は，自地域が近隣地域に与える影響だけでなく（右辺第 2項），自地域が近隣地域に与え，そ

れがさらに自地域に跳ね返ってくる効果や近隣地域のさらに近隣地域に与える効果等（右辺第 3

項以降）までもが含まれているのである7)．Anselin (2003)はこのような波及効果を大域的波及

(global spillover)と呼び，右辺第 2項までの波及効果を局所的波及 (local spillover)と呼んでそ

れぞれ区別している．

2.3 空間波及効果の経路：直接経路と間接経路

地域間で相互従属性が存在する場合，ある地域における変動は地域の境界を越えて周辺地域に

も影響する．空間計量経済モデルを用いることで，そのような空間波及経路の詳細について明ら

かにすることができる．ここではより直感的な説明を優先し，空間的従属性を考慮しなかった場

合と考慮した場合でどのような違いが生じるのかについて議論する．

回帰モデル (1)より，最小二乗法 (以下，OLS)によって得られる推定量は以下のようになる．

β̂OLS = (X�X)−1X�y (4)

一方で，SARモデル (2)より得られる推定量は以下のようになることがわかる (Anselin, 1988;

LeSage and Pace, 2009)．

β̂SAR(ρ̂) = (X�X)−1X�y − ρ̂(X�X)−1X�Wy (5)

ここで，右辺第 1項は OLS推定量と同一であることに注意する．したがって，右辺第 2項が 0

でない限り，OLS推定量と SAR推定量との間には差が生じることになる．

従属変数の空間的従属性を考慮した場合，なぜこのような差異が生じるのかについて議論す

る．SAR推定量 (5)は，ある地域の説明変数の変化は 2つの経路を通じて自地域の従属変数に

影響を与える可能性があることを示唆している．これを見るために，右辺第 2項の ρ以降の項

は以下の回帰モデルより得られる推定量となっていることに注意する．

Wy = Xγ + residuals

ここで，residualsと用いているのは，誤差項に統計的な性質を考慮していないことを意味する．

この回帰モデルは，ある地域の説明変数の変化がその近隣地域の従属変数に直接影響を与えてい

るのかどうかを意味している．

ある地域の説明変数の変化はそのまま自地域の従属変数に与える直接経路 (yi
βk←− xik)と，近

隣地域の従属変数を経由して自地域の従属変数に与える間接経路 (yi
ρ←− ∑

j wijyj
γk←− xik)が

存在する可能性があり，SAR推定量は後者の経路をコントロールすることで前者の直接経路に

おける効果を捉えようとしている．一方で，OLS推定量ではこのような間接経路も含めた総効

7) ただし，SAR モデルにおける空間波及効果は ρ を経由して波及するという制約がある点に注意しなければなら
ない．つまり，地域 i の説明変数が地域 j の従属変数に影響を与える場合，地域 i の従属変数を経由して空間的
に波及するということであり，地域 i の説明変数が地域 j の従属変数に直接影響を与えるような波及効果とは異
なっている．
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果を捉えようとしてしまう．実証分析では，OLS推定量と SAR推定量の差を比較することで，

間接経路からの影響についても議論する．

2.4 フィードバックループ効果の計測

空間計量経済モデルのもう一つの特徴は，空間従属性によって増幅されるフィードバックルー

プ効果の存在である．つまり，自地域の従属変数の変化は，近隣地域の従属変数の変化をもたら

し，その効果が自地域に再度跳ね返ってくる過程から生じる効果である．

空間計量経済モデル (2)の場合，n× 1の説明変数ベクトル xk による限界効果は下記のよう

に表すことができる．
∂y

∂x�
k

= β̂SAR,k(I− ρ̂W )−1 ≡ Sk(W ) (6)

つまり，ある地域の説明変数の変化は，空間乗数項 (In − ρ̂W )−1 を通じてその近隣地域にも影

響を与えることがわかる (Anselin, 2003)．この効果は，無限等比級数の性質を利用して，以下

のように書き直すことができる．

∂y

∂x�
k

= β̂SAR,k(In + ρ̂W + ρ̂2W 2 + ρ̂3W 3 + . . . ) (7)

ここで，右辺括弧内の第 1 項が自地域内で最初に起こる効果で，第 2 項が近隣地域に与える効

果，そして第 3項以降において他地域に与えた効果が自身に再度戻ってくるフィードバックルー

プ効果が含まれている．この効果のみを抜き出すために，LeSage and Pace (2009)が提案して

いる空間波及効果を計測する指標を用いる．まず，限界効果 (6)の対角要素の平均値を直接効果

M̄(k)direct と呼んでおり，以下のように表すことができる．

M̄(k)direct =
1

n
Tr

(
Sk(W )

)
したがって，ある説明変数 xk の変化によって生じる平均的なフィードバックループ効果 FBLk

は，この直接効果と SAR 推定値の差を取ることによって，求めることができる (LeSage and

Pace, 2009)．
FBLk = M̄(k)direct − β̂SAR,k

実証分析では，無限等比級数の性質を利用して空間乗数効果を分割化することでフィードバック

ループ効果がどれほどの影響度を持っているのかを検証する．

3 実証分析の枠組み

3.1 人口移動のプッシュ要因

人口移動の研究では，プッシュ要因とプル要因という用語が知られている．地域間で移動した

場合，送り出し地域から押し出された要因なのか到着先の地域の引き寄せる要因なのかで，そ

れぞれプッシュ要因とプル要因が議論されている．先行研究では，Montgomery (1994)のよう

に，純人口移動率を用いて分析されることもあるが，純人口移動率が同じ値を示しても，その背

後では人口流出入は大きく異なりうる．したがって，人口流出と人口流入を分解することでプッ
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シュ要因とプル要因をそれぞれ識別し，さらに，2つのモデルから得られた推定値を比較するこ

とで純人口移動が増加するのか減少するのかまで議論をする．

失業率のプッシュ要因を分析するために，人口流出率を従属変数とした以下の回帰モデルを推

定する．

log(OMi,t) = ρO

n∑
j=1

wij log(OMj,t) + αOUR
s
i,t−5 +Xs

i,t−5βO + uO
i,t, uO

i,t ∼ i.i.d. N(0, σ2
O)

ここで，OMi,t は t− 5年から t年までの市区町村 iの人口流出率，URs
i,t−5 は失業率，Xs

i,t−5

はその他のコントロール変数（一人当たり所得，労働力参加率，労働力人口男女比率，中卒以下

人口比率，大卒以上人口比率，第 1次産業比率，第 2次産業比率，年齢階級別人口比率，人口

密度，都道府県ダミー），uO
i,t は誤差項である．失業率の高さがもたらすプッシュ要因は αO に

よって計測される．失業率の高い地域から労働者の流出が起こっていると考えられることから，

αO > 0が予測される．また，ρO が人口流出の空間従属性を計測するパラメータである．添え

字 Oは人口流出率の回帰モデルに関するパラメータや変数を示す．

説明変数の添え字 sは，空間平滑化処理を行っていることを意味する．市区町村単位のデータ

であるため，実際の経済圏とは大きく異なりうる．そこで，市区町村とその近隣市区町村を一つ

の経済圏とみなして新たに変数を定義している．空間平滑化の具体的な方法については次節で

言及する．

3.2 人口移動のプル要因

低失業率の地域ほど域外から人口を引き寄せるというプル要因の可能性を検証するため，人口

流入率を従属変数とした以下の回帰モデルを推定する．

log(IMi,t) = ρI

n∑
j=1

wij log(IMj,t) + αIUR
s
i,t−5 +Xs

i,t−5βI + uI
i,t, uI

i,t ∼ i.i.d. N(0, σ2
I )

ここで，IMi,t は t− 5年から t年までの市区町村 iの人口流入率である．失業率の低い地域ほ

ど労働者を引き寄せるようなプル要因は αI によって計測され，仮説が正しければ負であること

が予測される．添え字 Iは人口流入率の回帰モデルに関するパラメータや変数を示す．人口流出

率と人口流入率のどちらのモデルも同じ説明変数を用いている．人口流出と同様に，近隣地域へ

の人口流入自体が自地域への人口流入を招くという空間従属性は ρI において計測される．

3.3 最尤法による空間計量経済モデルの推定

空間計量経済モデルの誤差項ui,t には互いに独立かつ同一の正規分布の仮定をおくことで，最

尤法推定が可能である．本稿で推定する SARモデル (2)より，誤差項の正規性の仮定をおくこ

とで以下のような対数尤度関数が得られる．

logL(β, σ2, ρ|y) = −n

2
log(2π) +

n

2
log(σ2) + log |In − ρW | − 1

2σ2
u�(β, ρ)u(β, ρ)
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ここで，u(β, ρ) = (In − ρW )y −Xβ である．この対数尤度関数を最大にするβ, σ2, ρを推定

する．ベンチマークの分析結果として，ρ = 0を仮定して OLSで推定する．その後，空間従属

性を考慮した空間計量経済モデルの推定結果を報告する8)．

3.4 人口移動が失業率の地域間格差縮小に寄与していたのか

人口移動の要因分析とは異なり，ここでは人口移動の結果として失業率の地理分布がどのよう

に変化しているのかについて，以下の回帰モデルを用いて検証している．

Δ log(RURs
i,t) = ηOOMi,t + θO

n∑
j=1

wijOMj,t + ηIIMi,t + θI

n∑
j=1

wijIMj,t + vi,t (8)

ここで，Δ log(RURs
i,t)は市区町村 iの t − 5年と t年との間の相対失業率の変化率，vi,t は誤

差項を表す．なお相対失業率は空間的平滑化した失業率と全国の失業率との比率として計算さ

れている．

純人口流入率ではなく人口移動の非対称性を考慮し，人口流出と人口流入のどちらが失業率の

上昇を抑える効果を持つのかについて検証している．さらに，ここでの特徴は，人口流出率と人

口流入率の空間ラグをそれぞれ説明変数に導入している点である．つまり，近隣地域の人口流出

入が自地域の失業率の変化率にどのように影響していたのかどうかまでも検証していることを

意味している．

4 データ

4.1 変数の定義と記述統計

日本の主要な人口移動調査には国勢調査と住民基本台帳人口移動がある9)．本研究では，就業

者に関する人口移動に関心があるため，労働力状態が識別可能な国勢調査による市区町村単位の

人口移動データを用いる．国勢調査では下一桁が 0 年の年に人口移動調査を行っており，本研

究が利用するのは 1990年，2000年，2010年の国勢調査である．国勢調査では調査日（10月 1

日）より 5年前の常住地であった市区町村を聞いており，もし 5 年前に住んでいた市区町村と

調査時点で住んでいる市区町村が異なっていれば市区町村間人口移動として定義される10)．し

たがって，本研究では市区町村内における人口移動は含まれていない．市区町村の単位として，

東京都 23区は特別区部として集計している．また政令指定都市は区では分類せず市を単位とし

てデータを集計している．合併の場合，それぞれ国勢調査の調査時点の行政区域で統一し，5年

前の市区町村の変数を再集計している．

本研究で用いる従属変数である人口流出率 OMi,t と人口流入率 IMi,t の定義はそれぞれ以下

8) 具体的な SAR モデルの推定方法に関しては，Anselin (1988) や LeSage and Pace (2009)において解説され
ている．なお空間計量経済モデルの推定には Ox Version 7.00を用いている (Doornik and Ooms, 2006)．

9) 日本の人口移動に関して，大友 (1996)が詳細な解説をしている．
10) 従業地は同じまま居住地を変更している場合も存在することに注意しなければならない．従業地が同じでも通勤
圏内で居住地を変更した場合は，行政区域を越えたことで人口移動と捉えられる．
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の通りである．

OMi,t =
転出者数i,t

就業者i,t−5
, IMi,t =

転入者数i,t

就業者i,t−5

ここで，就業者i,t−5 は t− 5年における市区町村 iの 15歳以上就業者数，転出者数i,t は t − 5

年と t年との間の市区町村 iからの転出者数（t年時点における 15歳以上就業者），転入者数i,t

は t− 5年と t年との間の市区町村 iへの転入者数（t年時点における 15歳以上就業者）である．

本研究で用いる説明変数の定義は以下の通りである．失業率は，労働力人口に占める失業者数

として計算している．一人当たり年間所得は，総務省「市町村税課税状況等の調」より市町村民

税の納税義務者数と課税対象所得より一人当たり年間所得として計算している11)．労働力参加

率は，15歳以上人口に占める 15歳以上労働力人口の割合を示す．中卒以下人口比率は全卒業者

数に占める小学校・中学校卒業数の割合，大卒以上人口比率は全卒業者数に占める大学・大学院

の卒業者数の割合を表す12)．教育に関する項目は 1985年，1995年，2005年の国勢調査におい

て調査されていないため，1980年，1990年，2000年の国勢調査を用いている．第 1次産業比

率は全産業就業者数に占める農業，林業，漁業の就業者の割合，第 2次産業比率は全産業に占め

る鉱業，建設業，製造業の就業者数の割合を表す．各年齢層（15–29歳，65歳以上）別人口比

率は，15歳以上総人口に占める各年齢層（15–29歳，65歳以上）別人口として計算をしている．

人口密度は，可住地面積 (km2)における総人口として計算している．

人口移動の意思決定としては，通勤の可能性もあり，行政区域を越えた地域労働市場を考慮し

ていると考えるのが一般的である．したがって，自市区町村だけでなく近隣市区町村までも含ん

だ変数の作成が適切と思われる．このような空間平滑化の具体的な方法として，まず市区町村の

平面の重心を基準点にして半径 d kmの円を描き，その d km圏内に周辺市区町村の重心が含ま

れる場合，それら市区町村をグループとして集計化して新たに中心市区町村の変数として定義す

る．本研究では，d = 30として計算している．

記述統計は表 1に示されている．異常値を除くため，人口流出率，人口流入率，失業率の分布

のそれぞれ上位下位 0.5%（両側 1%）に含まれる市区町村はサンプルから除外している13)．平

均的には，就業者数のうち約 10∼12%程度の就業者が市区町村外に流出し，一方で，同程度の
就業者が市区町村外から流入していることがわかる．例えば，1985–1990年における東京都特

別区部の人口流出率と人口流入率はそれぞれ 16.97%と 14.42%であり，この場合は流出超過に

なっている．一方で，2005–2010年における東京都特別区部の人口流出率と人口流入率はそれ

ぞれ 11.12%と 12.76%であり，流入超過になっている．

失業率を見ると，1985年は 3.1%，1995年は 3.7%，2005年は 5.9%と，平均の失業率は上昇

傾向にあることがわかる．なお，2005年時点における失業率の地理分布は，図 1(a)において表

11) なお 1985年，1995年の一人当たり年間所得は JPS（編）『個人所得指標』の昭和 60年版と 1995年版より総務
省「市町村税課税状況等の調」のデータをそれぞれ取得している．

12)
1980年国勢調査において旧青年学校も調査されているが，小学校・中学校卒業者数に含まず計算している．

13) 東京圏や大阪圏の都心部への通勤にとって利便性の高い市区町村が，30%前後の人口流出率，人口流入率を示す
傾向がある．また人口流出率，人口流入率が 40%前後を示す市区町村も一部存在するが，ほとんどが小規模の町
村である．このような一部の市区町村は非常に特異な値を示すことから，人口流出率と人口流入率の分布のそれ
ぞれ上位下位 0.5%（両側 1%）に含まれる市区町村をサンプルから除外している．
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されているように，中部地方，中国地方は，失業率が比較的低くなっていることが知られてい

る．失業率の最小値と最大値の差は 5∼7倍程度の差があり，地理的に非常に変動が大きいこと
がわかる．

表 1の下段は，人口移動が相対失業率にどのような変化を与えていたのかを分析する際に使用

する変数の記述統計を示している．異常値を除くため，相対失業率の変化率，人口流出率，人口

流出率の空間ラグ，人口流入率，人口流入率の空間ラグの分布のそれぞれ上位下位 0.5%（両側

1%）に含まれる市区町村はサンプルから除外している．なお，2005–2010年の相対失業率の変

化率は図 1においても示されている．

4.2 人口流出入率の空間自己相関

空間自己相関を計測する統計量としてMoran’s I がよく使われており (Moran, 1950)，以下

の式によって計算される．

I =
z�Wz

z�z

ここで，z は n× 1の標準化された変数ベクトル，W は行和標準化された n× nの空間重み行

列を示す．Moran’s I のとる値は [−1, 1]であり，自地域と近隣地域の相関が高いほど+1方向

の値を取り，自地域と近隣地域の相関が低いほど−1方向の値を取る．Anselin (1995)で示され

ているように，Moran’s I は散布図を用いて視覚化することができる14)．

図 2は，市区町村別の人口流出率の地理分布と空間自己相関を示している．図 2(a–c)による

と，いずれの期間においても都市部では東京圏，大阪圏において値が高くなっていることがわか

る．一方で，地方部では特に北海道，鹿児島県，沖縄県において，いずれの期間も人口流出率が

高くなっていることがわかる．図 2(d–f)は自市区町村と近隣市区町村との人口流出率の関係を

表したものであるが，明らかに正の空間自己相関があることがわかる．人口流出率のMoran’s I

は，1985–1990年で 0.68，1995–2000年で 0.57，2005–2010年で 0.57であり，空間的な自己相

関は高い値を示している．

同様に，図 3は，市区町村別の人口流入率の地理分布と空間自己相関を示している．図 3(a–c)

により，人口流入率は，札幌圏，仙台圏，東京圏，名古屋圏，大阪圏，広島圏，福岡圏の主要な

大都市において比較的高くなっていることがわかる．一方で，地方部でも非常に高い人口流入率

を示す市区町村が存在していることがわかる．人口流出率と同様に，図 3(d–f)は自市区町村と

近隣市区町村との人口流入率の関係を表したものであるが，正の空間自己相関があることがわか

る．人口流入率のMoran’s I は，1985–1990年で 0.51，1995–2000年で 0.48，2005–2010年で

0.53であり，人口流出率と同様に，空間的な自己相関は高い値を示している．

5 分析結果

5.1 失業率がプッシュ要因として機能

表 2は，人口移動のプッシュ要因の分析結果を示している．まずは，列 (1)，(3)，(5)に示さ

れているように，ベンチマークとして OLSの推定結果について議論する．いずれの期間におい

14)
Moran’s I の詳細は Cliff and Ord (1970)や Anselin (1995)を参照のこと．
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ても，失業率の高かった市区町村からは人口流出率が高かったことが 5% 水準で統計的有意で

あることが示されており，失業率がプッシュ要因として機能していることがわかる．もしくは，

失業率の低い地域は人口流出率が低く，人口流出を食い止める効果を持っていたという解釈も

できる．1985–1990年における影響度を見ると，失業率 1%ポイントの上昇は人口流出率を約

9.7%上昇させることがわかる（例えば，12.6% → 13.8%）．2005–2010年で影響度を見ると，

失業率 1%ポイントの上昇は人口流出率を約 2.0%上昇させることがわかる（例えば，11.2% →
11.4% ）．したがって，時系列的な傾向としては，失業率のプッシュ要因は近年になるにつれて

徐々に小さくなっていることがわかる．

次に，列 (2)，(4)，(6)では，空間従属性を考慮した空間計量経済モデルの分析結果が示され

ている．いずれの期間も 10%水準で統計的に有意であるが，大きな違いは OLS推定値よりも

SAR 推定値の方が値が小さくなっている点である．具体的には，1985–1990年で 60% 程度，

1995–2000年で 54%程度，2005–2010年で 26%程度小さくなっている15)．第 3節で述べたよ

うに，この結果が意味することは，失業率が人口流出率を上昇させる経路には，直接経路だけで

なく間接経路も含まれているということである．ある地域の失業率の上昇は近隣地域を含めた

人口流出率を上昇させており，それがさらに自地域の人口流出率を上昇させるという経路が存在

していることを意味している．

表 3は，人口移動のプル要因の分析結果を示している．失業率の低い地域へ人口流入があるの

かどうかを検証しているが，いずれの期間でもそのような傾向は統計的には支持されていない．

ただし，統計的に有意ではないが，2005–2010年になると符号が負に変化している．人口流出入

の効果を合わせると，失業率の変化がもたらす純人口流入への効果についても検証することがで

きる．失業率の上昇は人口流出を促す一方で，人口流入には効果がないことから，社会増減でみ

れば純人口流出をもたらすことがわかる．このように，純人口流入率が負になる要因として，人

口流出率と人口流入率との間には非対称性が存在することに注意しなければならない．

以上をまとめると，1980年から 2010年を通じて失業率がプッシュ要因として機能し続けて

いたということである．それでは，このような失業率の高い地域から流出する人口移動パターン

が日本の失業率の地域間格差の縮小に影響していたのかだろうか．この点ついては，第 5.6節に

おいてさらに検証する．

5.2 人口流出入における地域間の相互従属性

表 2の ρO の推定値を見ると，近隣地域の人口流出率が上昇することで，自地域の人口流出率

が上昇するという空間従属性が統計的に有意に観測されている．したがって，人口流出が起こ

り始めると空間従属性を通じてその周辺地域一体として人口流出が高くなることが示唆される．

この効果はいずれの期間を通じても統計的に有意に観測されている．

どの程度の量的な影響があったのかを 1次の空間波及効果として検証する．1985–1990年で

みると，例えば，自地域で人口流出率が約 10%上昇した場合（例えば，10.0% → 11.0%），空

15)
2005–2010年の分析結果は，市区町村の合併により 1市区町村当たりの面積が大きくなったことが影響している
可能性も十分ある．
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間重み行列が 0.5である隣接市区町村の人口流出率は約 1.7%(=1.10.36×0.5− 1)だけ増加するこ

とがわかる（例えば，10.00% → 10.17%）．人口流出率が 10%を示す隣接し合う人口 10万人

の 2つの市の場合，自市区町村から約 1,000人が追加的に流出することで隣接市区町村からは約

170人程度が地域間の相互従属的な効果によって新たに追加的に流出していることになる．した

がって，人口流出が加速する要因として，このような地域間の相互従属性から引き起こされる影

響はあまり無視できないと考えられる．

同様に，表 3の ρI から人口流入が地域間の相互従属的な効果を示しており，人口流入が非常

に大きい地域はその周辺一帯として人口を引き寄せていることがわかる．人口の社会増減の観

点からすれば，このような効果を通じて急速に人口流出が進んだ地域と人口流入が進んだ地域が

存在するということが示唆される．

5.3 所得の高さがプル要因として機能

労働者を引き寄せるプル要因として賃金・所得の高さが知られており，非常に興味深い結果を

示している．表 3 によると，1985–1990年においては所得の高い地域ほど人口流入を増やすと

いう関係は見られないが，一方で，表 2 によると，人口流出率が小さくなっていたことがわか

る．つまり，所得の高さが他地域への転出を引きとどまらせるという意味でプル要因として機能

していたと考えられる．逆に言えば，所得の低さが域外へ労働者を押し出すというプッシュ要因

として働いていたとも考えられる．

1995–2000年になると，人口流出を抑える意味での所得のプル要因と他地域から人を引き寄

せる意味でのプル要因の 2つが同時に観測されるようになっているのが特徴的である．この時

期に所得の高かった地域は純人口流入という意味でも増加傾向を示していたことがわかる．実

際に，住民基本台帳人口移動のデータを見ると，東京都特別区部や大阪市等の都市部では 1990

年代より純流入人口が増加を示していることからも整合的な結果と考えれる．逆に言えば，この

時期に所得の低かった地域は純人口流入が負に強く働いていたことが考えられる．

2005–2010年にはプル効果が引き続き観測されているが，所得の高い地域からも人口流出が

増えていたということがわかる．ただし，社会増減という意味では，所得の高い地域において純

人口流入が増えるように働いていたことがわかる．所得が人口移動に与える要因は，年代ととも

に大きく変わっているのが特徴的である．

5.4 間接経路の検証

表 2と表 3より，OLS推定量と SAR推定量を比較することで間接経路の影響度について議

論する．ここでは，特に失業率の人口移動のプッシュ要因の直接経路と間接経路に焦点を当てて

議論する．

1985–1990年における失業率に関するOLS推定量と SAR推定量の差より，失業率の人口移

動のプッシュ要因に関して，約 31%(= 1− 0.067/0.097)は間接経路から生じていることがわか

る．同様に，1995–2000年は約 37%，2005–2010年は約 30% が間接経路から影響を受けてい

る．この結果が示唆することは，自市区町村内において失業者が増加した場合，自地域内の失業

率が上昇することで人口流出率が増加するだけでなく，近隣市区町村に対しても人口流出率を増
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表 2 人口流出率の推定結果

従属変数：人口流出率（対数値）

1985–1990年 1995–2000年 2005–2010年

OLS SAR OLS SAR OLS SAR
説明変数 (1) (2) (3) (4) (5) (6)

空間ラグ (ρO) 0.360∗∗∗ 0.318∗∗∗ 0.272∗∗∗
(0.017) (0.017) (0.024)

失業率 0.097∗∗∗ 0.067∗∗∗ 0.058∗∗∗ 0.037∗∗∗ 0.020∗∗ 0.014∗
(0.021) (0.011) (0.014) (0.010) (0.008) (0.008)

所得（対数値） −0.738∗∗∗ −0.536∗∗∗ −0.355∗ −0.309∗ 0.572∗∗∗ 0.398∗∗
(0.272) (0.144) (0.202) (0.171) (0.209) (0.189)

労働力参加率 0.002 0.003 0.007 0.004 0.000 0.000
(0.006) (0.004) (0.006) (0.003) (0.004) (0.004)

労働力人口男女比 0.151 0.116∗∗ 0.237∗ 0.158∗∗ −0.037 −0.046
(0.112) (0.057) (0.124) (0.069) (0.163) (0.069)

中卒以下人口比率 0.014∗∗∗ 0.009∗∗∗ 0.009∗∗∗ 0.006∗∗∗ 0.009∗∗∗ 0.008∗∗∗
(0.002) (0.001) (0.002) (0.001) (0.003) (0.002)

大卒以上人口比率 0.086∗∗∗ 0.057∗∗∗ 0.053∗∗∗ 0.039∗∗∗ 0.025∗∗∗ 0.019∗∗∗
(0.010) (0.005) (0.009) (0.005) (0.006) (0.005)

第 1次産業比率 0.000 0.000 −0.003∗ −0.002 −0.006∗∗∗ −0.005∗∗
(0.003) (0.002) (0.001) (0.001) (0.002) (0.002)

第 2次産業比率 −0.002 −0.001 −0.002 −0.002 −0.006∗∗∗ −0.005∗∗∗
(0.002) (0.001) (0.002) (0.001) (0.002) (0.001)

15–29歳人口比率 −0.003 0.000 −0.013∗ −0.009∗ 0.001 0.002
(0.007) (0.005) (0.007) (0.005) (0.006) (0.006)

65歳人口比率 −0.003 −0.001 −0.011 −0.009∗ −0.003 −0.002
(0.009) (0.005) (0.007) (0.004) (0.005) (0.005)

人口密度（対数値） −0.023 −0.019∗ 0.012 0.009 −0.007 −0.002
(0.027) (0.010) (0.019) (0.010) (0.021) (0.011)

都道府県ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes

観測数 3147 3147 3136 3136 1679 1679
自由度修正済み R2 0.461 0.423 0.433
対数尤度 459.484 693.845 549.335

注）括弧内の数値は，OLSでは都道府県単位でのクラスター標準誤差，SAR では情報行列より計算した標準誤差を示
す．*は 10%水準で統計的有意，**は 5%水準で統計的有意，***は 1%水準で統計的有意であることを示す．空間重
み行列において δ = 4を用いている．説明変数は 30km圏で空間的平滑化処理をしている．

加させる効果をもっており，人口流出率の空間従属性を経由して自地域の人口流出率を増加させ

るという間接経路の影響が存在するということである．したがって，空間従属性を考慮しない回

帰モデルであれば自地域内の現象として捉えてしまうが，実際には失業率の上昇が人口流出率を

増加させる背景として周辺地域をも巻き込んだ経路が含まれているということが明らかにされ

ている16)．

5.5 フィードバックループ効果の影響

表 4は，失業率の上昇から生じる人口流出率のフィードバックループ効果の推定結果である．

まず第 1に，地域で失業率が上昇したときにまず自地域からの人口流出率が起こる．第 2に，自

地域で上昇した人口流出率は近隣地域の人口流出率を上昇させ，そして地域間の相互従属的な

16) 間接経路が大きな影響度を持つ理由として，説明変数の空間平滑化による可能性もある．空間平滑化をすること
である地域の説明変数が近隣地域の従属変数に直接影響を与えるという γ の推定値が大きくなりやすい．
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表 3 人口流入率の推定結果

従属変数：人口流入率（対数値）

1985–1990年 1995–2000年 2005–2010年

OLS SAR OLS SAR OLS SAR
説明変数 (1) (2) (3) (4) (5) (6)

空間ラグ (ρI) 0.331∗∗∗ 0.356∗∗∗ 0.325∗∗∗
(0.017) (0.017) (0.023)

失業率 0.038 0.026 0.031 0.016 0.008 0.003
(0.036) (0.019) (0.027) (0.017) (0.017) (0.014)

所得（対数値） 0.058 −0.071 0.813∗∗ 0.536∗ 1.238∗∗∗ 0.785∗∗
(0.360) (0.261) (0.361) (0.298) (0.371) (0.335)

労働力参加率 0.056∗∗∗ 0.042∗∗∗ 0.053∗∗∗ 0.037∗∗∗ 0.036∗∗∗ 0.027∗∗∗
(0.012) (0.006) (0.010) (0.006) (0.007) (0.007)

労働力人口男女比 0.846∗∗∗ 0.661∗∗∗ 0.734∗∗∗ 0.540∗∗∗ 0.538∗∗ 0.422∗∗∗
(0.165) (0.105) (0.163) (0.121) (0.251) (0.122)

中卒以下人口比率 0.008∗∗ 0.006∗∗ 0.005 0.003 0.008 0.005
(0.003) (0.002) (0.003) (0.003) (0.006) (0.003)

大卒以上人口比率 0.082∗∗∗ 0.060∗∗∗ 0.032∗∗ 0.024∗∗∗ 0.025∗∗ 0.018∗
(0.013) (0.010) (0.013) (0.008) (0.011) (0.009)

第 1次産業比率 −0.015∗∗∗ −0.011∗∗∗ −0.019∗∗∗ −0.014∗∗∗ −0.016∗∗∗ −0.012∗∗∗
(0.003) (0.003) (0.003) (0.002) (0.005) (0.003)

第 2次産業比率 −0.012∗∗∗ −0.009∗∗∗ −0.013∗∗∗ −0.009∗∗∗ −0.014∗∗∗ −0.010∗∗∗
(0.004) (0.002) (0.004) (0.002) (0.005) (0.002)

15–29歳人口比率 −0.007 −0.005 0.004 0.001 −0.020 −0.016
(0.012) (0.009) (0.013) (0.009) (0.013) (0.011)

65歳人口比率 0.024∗ 0.019∗∗ 0.034∗∗∗ 0.025∗∗∗ 0.008 0.007
(0.013) (0.009) (0.010) (0.008) (0.011) (0.009)

人口密度（対数値） 0.033 0.022 0.001 −0.002 0.023 0.021
(0.040) (0.018) (0.033) (0.017) (0.040) (0.020)

都道府県ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes

観測数 3147 3147 3136 3136 1679 1679
自由度修正済み R2 0.365 0.287 0.340
対数尤度 −1409.577 −1071.991 −422.473

注）括弧内の数値は，OLSでは都道府県単位でのクラスター標準誤差，SAR では情報行列より計算した標準誤差を示
す．*は 10%水準で統計的有意，**は 5%水準で統計的有意，***は 1%水準で統計的有意であることを示す．空間重
み行列において δ = 4を用いている．説明変数は 30km圏で空間的平滑化処理をしている．

効果を通じて，自地域の人口流出率を再度押し上げるというフィードバックループ効果が発生

する．

1985–1990年におけるフィードバックループ効果は，自地域内で起こる直接効果の約 5.5%程

度がフィードバックループ効果で戻ってくると推定されている．1995–2000 年では約 4.1%，

2005–2010年では約 3.1%となっており，年々フィードバックループ効果は小さくなっている．

経済的には特に大きな影響とは言えないが，このような地域間の相互従属的な効果の存在によっ

て失業率がもたらすプッシュ要因はわずかながら増幅されるという結果が得られている．

5.6 人口流出が失業率の地域間格差縮小に寄与

表 2 より失業率の高い地域から人口流出率が高いという結果が得られたが，人口移動が失業

率の地域間格差を縮小させるような地域間調整の役割を果たしていたのだろうか．そこで，相対

失業率の変化率と人口流出率の関係を図 4において描写している．図 4 の上段 (a–c)は，相対
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表 4 失業率 1%ポイントの上昇が人口流出率に与えるフィードバックループ効果

分割効果

1985–1990年 1995–2000年 2005–2010年

空間波及効果の分解 直接効果 (%) 直接効果 (%) 直接効果 (%)

I 6.729 3.660 1.380
ρ̂OW 0.000 0.000 0.000
ρ̂2OW 2 0.322 0.136 0.039
ρ̂3OW 3 0.012 0.005 0.001
ρ̂4OW 4 0.029 0.010 0.002
ρ̂5OW 5 0.002 0.001 0.000
ρ̂6OW 6 0.003 0.001 0.000
ρ̂7OW 7 0.000 0.000 0.000

累積効果 7.098 3.811 1.423

フィードバックループ効果 FBL 0.369 0.151 0.043

注）空間重み行列において δ = 4を用いている．直接効果は対角要素の平均値を表す．累積効果は直接効果
の合計値を表す．空間波及効果の分解は式 (7)より計算されている．

失業率と人口流出率の関係を表しており，下段 (d–f)は相対失業率と人口流出率の空間ラグを表

している．いずれの期間においても，人口流出率が高かった地域では，同期間における相対失業

率の変化率は減少しているということがわかる（人口流出率が約 15%前後で相対失業率の変化

率の符号が正と負で変化する）．さらに，興味深いことは，いずれの期間においても，近隣の市

区町村の人口流出率と自地域の相対失業率との間には負の相関関係があるという点である．し

たがって，近隣地域の人口流出が相対失業率を引き下げるような効果をもっていた可能性が図 4

から示唆される．

表 5は，相対失業率と人口移動に関する回帰分析の結果を示している．列 (1)，列 (3)，列 (5)

では，人口流出入率の空間ラグを考慮していない場合の結果が示されている．いずれの期間にお

いて人口流出率が高いほど，相対失業率の変化率は下がることが示されている．近年になるほ

どその影響度は大きくなっており，2005–2010年の期間では，人口流出率の 1%ポイントの上

昇は相対失業率の変化率を約 0.37%ポイント引き下げることがわかる．一方で，人口流入率は，

1985–1990年を除いて，10%水準でも統計的に有意な効果は持っていない．

次に，列 (2)，列 (4)，列 (6)では人口流出入の空間ラグを考慮した場合の結果がそれぞれ示

されている．先と同様に，人口流出率の上昇は相対失業率の変化率を低下させていることがわか

るが，興味深い点は，人口流出率の空間ラグが少なくとも 10%水準でいずれの期間においても

統計的に有意な効果を持っていることである．この分析結果は，自地域の人口流出率における

1%ポイント増加が自地域の相対失業率の変化率を約 0.22%ポイントだけ引き下げると同時に，

近隣地域の相対失業率の変化率をも引き下げることを示している．例えば，2005–2010年にお

いて，自地域で人口流出率が 1%ポイント上昇した場合，空間重み行列が 0.5の隣接市区町村に

対して約 0.3%ポイント (= −0.574× 0.5)だけ相対失業率の変化率を低下させることがわかる．

厳密な因果関係の識別は今後の課題であるが，人口流出率の上昇は相対失業率の変化率を低く

抑えていたことが示唆され，そのような人口移動パターンが失業率の地域間格差の縮小に寄与し

ていたと考えられる．
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表 5 相対失業率の変化率と人口移動

従属変数：相対失業率の変化率 (%)

1985–1990年 1995–2000年 2005–2010年

説明変数 (1) (2) (3) (4) (5) (6)

人口流出率 (%) −0.197∗ −0.123∗ −0.283∗∗ −0.191∗∗ −0.366∗∗∗ −0.224∗
(0.101) (0.072) (0.117) (0.093) (0.136) (0.122)

人口流出率の空間ラグ −0.168∗∗ −0.156∗ −0.574∗∗∗
(0.082) (0.091) (0.183)

人口流入率 (%) −0.119∗ −0.069∗ −0.100 −0.020 −0.123 −0.068
(0.063) (0.038) (0.063) (0.048) (0.135) (0.090)

人口流入率の空間ラグ −0.102 −0.182∗∗∗ 0.010
(0.072) (0.067) (0.142)

都道府県ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes

観測数 3096 3096 3096 3096 1653 1653
自由度修正済み R2 0.581 0.586 0.457 0.466 0.390 0.402

注）括弧内の数値は，都道府県単位でのクラスター標準誤差を示す．*は 10%水準で統計的有意，**は 5%水準で統計
的有意，***は 1%水準で統計的有意であることを示す．空間重み行列において δ = 4を用いている．

6 結論

本研究では，人口移動のプッシュ要因とプル要因に焦点を当て，人口移動が失業率の地域間格

差の縮小にどのように寄与していたのかを分析した．本研究の特徴は，空間計量経済モデルを用

いることで，人口移動の地域間の相互従属的な効果を考慮していることである．このような空間

従属性が存在する場合，プッシュ・プル要因によって引き起こされる人口移動の影響は，人口移

動の空間従属性を通じて地域広範に波及することがわかる．

分析の結果，1980年から 2010年にかけて失業率は人口移動のプッシュ要因として働いてい

ること，人口流出入には正の有意な空間従属性が存在することがわかっている．また，自地域の

人口流出率の上昇が自地域の相対失業率の変化率に負の効果を与えるだけでなく，近隣地域の人

口流出率の上昇も，波及効果を通じて，同様の影響を与えることがわかっている．以上の結果を

考慮すると，失業率の高さが地域一帯の人口流出を促し，そのような人口移動パターンが失業率

の地域間格差縮小に寄与していたということが強く示唆される．

本研究の分析結果は重要な政策的含意を含むと考えられる．失業率の人口移動に対するプッ

シュ要因が長期的に機能していることを考えると，労働者の人口移動が少なからず地域労働市場

間の不均衡の調整として機能していると思われる．したがって，域内外の求職情報が容易に入手

できるようになるだけでも有効な手段となり，自発的な労働移動を通じて地域間のミスマッチ解

消につながると考えられる．一方で，容易に地域間を移動できないような労働者も存在すること

に注意しなければならない．そのような労働者に対しては，域内労働市場の中で調整されるよう

な政策が別途求められるだろう．

最後に，本研究の問題点も指摘しなければならない．公開されている人口移動のデータは，市

区町村という行政区域で集計されており，人口流出率と人口流入率という点では市区町村パネル

の作成ができない点である．つまり，合併を通じて行政区域の変更が生じることで年次間の人口

移動の厳密な比較が難しくなる．また個人の失業状態と地域の失業率がそれぞれ個人の移住の
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意思決定に影響を与えるのかは異なりうるだろう．厳密に人口移動パターンと地域労働市場の

関係を分析するには，公開データには限界もある．将来的に個票データを用いることで，本研究

の結果の頑健性が検証されることが望まれる．

付録 A 補論—空間重み行列の特定化の比較

空間計量経済モデルにおいて，空間重み行列をどのように特定化するのか十分議論する必要が

ある．市区町村間の相互従属性として，経済的距離を考慮することも考えられるが，本稿で考え

ている人口移動や通勤を考慮した雇用圏に関してはむしろ物理的距離の方がより影響はより大

きいと考えられる．したがって，本稿では距離行列を基準として，距離減衰パラメータ δに関し

ていくつかの値を試すことで，分析結果の頑健性について検証する．

表 6と表 7は，人口流出率と人口流入率の回帰モデルに関して，空間重み行列の距離減衰パ

ラメータ δ を 2, 6, 8の 3種類を試した推定結果をそれぞれ示している．なお本文では δ = 4の

結果を報告している．分析結果より，距離減衰パラメータ δ の値によって従属変数の空間ラグの

係数推定値は大きく変動し，それに伴いその他の説明変数の係数推定値も変動を示すことがわか

る．しかし，δ ≥ 6よりそれほど大きな変動は見られなくなっている．表 7の人口流入率の対数

尤度を用いたモデルの比較より，δ = 4が妥当な値であると判断し本文で報告している．なお，

表 6の 2005–2010年の推定結果より，失業率の人口移動に対するプッシュ要因として δ = 2の

場合は 10% 水準で統計的に有意ではないが，δ ≥ 4 では 10%水準で統計的に有意になってい

る．総括として，δ ≥ 4では，点推定値で比較するとわずかな違いは見られるものの，結果が劇

的に変化するということは見られず，頑健的な結果であると思われる．
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表
7
人
口
流
入
率
の
推
定
結
果
：
空
間
重
み
行
列
の
比
較

従
属
変
数
：
人
口
流
入
率
（
対
数
値
）

1
9
8
5
–
1
9
9
0
年

1
9
9
5
–
2
0
0
0
年

2
0
0
5
–
2
0
1
0
年

説
明
変
数

(1
)

(2
)

(3
)

(4
)

(5
)

(6
)

(7
)

(8
)

(9
)

空
間
ラ
グ

(ρ
I
)

0
.6
5
9
∗∗

∗
0
.2
8
1
∗∗

∗
0
.2
6
1
∗∗

∗
0
.6
9
3
∗∗

∗
0
.3
0
4
∗∗

∗
0
.2
8
4
∗∗

∗
0
.5
9
7
∗∗

∗
0
.2
8
5
∗∗

∗
0
.2
7
0
∗∗

∗
(0
.0
3
0
)

(0
.0
1
5
)

(0
.0
1
5
)

(0
.0
2
9
)

(0
.0
1
5
)

(0
.0
1
4
)

(0
.0
3
8
)

(0
.0
2
0
)

(0
.0
2
0
)

失
業
率

0
.0
1
9

0
.0
2
9

0
.0
3
0

0
.0
0
4

0
.0
1
9

0
.0
2
0

0
.0
0
0

0
.0
0
4

0
.0
0
4

(0
.0
1
9
)

(0
.0
1
9
)

(0
.0
1
9
)

(0
.0
1
7
)

(0
.0
1
7
)

(0
.0
1
7
)

(0
.0
1
4
)

(0
.0
1
4
)

(0
.0
1
4
)

所
得
（
対
数
値
）

−0
.0
3
6

−0
.0
6
1

−0
.0
6
1

0
.4
2
5

0
.5
7
8
∗

0
.5
9
1
∗∗

0
.7
4
5
∗∗

0
.8
1
6
∗∗

0
.8
3
3
∗∗

(0
.2
6
3
)

(0
.2
6
3
)

(0
.2
6
3
)

(0
.3
0
2
)

(0
.3
0
0
)

(0
.3
0
0
)

(0
.3
3
7
)

(0
.3
3
5
)

(0
.3
3
6
)

労
働
力
参
加
率

0
.0
4
2
∗∗

∗
0
.0
4
3
∗∗

∗
0
.0
4
4
∗∗

∗
0
.0
3
5
∗∗

∗
0
.0
3
8
∗∗

∗
0
.0
3
9
∗∗

∗
0
.0
2
8
∗∗

∗
0
.0
2
7
∗∗

∗
0
.0
2
7
∗∗

∗
(0
.0
0
6
)

(0
.0
0
6
)

(0
.0
0
6
)

(0
.0
0
6
)

(0
.0
0
6
)

(0
.0
0
6
)

(0
.0
0
8
)

(0
.0
0
7
)

(0
.0
0
8
)

労
働
力
人
口
男
女
比

0
.6
8
0
∗∗

∗
0
.6
6
9
∗∗

∗
0
.6
7
8
∗∗

∗
0
.5
6
3
∗∗

∗
0
.5
5
7
∗∗

∗
0
.5
6
8
∗∗

∗
0
.4
4
3
∗∗

∗
0
.4
1
9
∗∗

∗
0
.4
1
7
∗∗

∗
(0
.1
0
6
)

(0
.1
0
5
)

(0
.1
0
5
)

(0
.1
2
2
)

(0
.1
2
2
)

(0
.1
2
2
)

(0
.1
2
2
)

(0
.1
2
2
)

(0
.1
2
2
)

中
卒
以
下
人
口
比
率

0
.0
0
5
∗∗

0
.0
0
6
∗∗

0
.0
0
6
∗∗

0
.0
0
2

0
.0
0
4

0
.0
0
4

0
.0
0
4

0
.0
0
6
∗

0
.0
0
6
∗

(0
.0
0
2
)

(0
.0
0
2
)

(0
.0
0
2
)

(0
.0
0
3
)

(0
.0
0
3
)

(0
.0
0
3
)

(0
.0
0
3
)

(0
.0
0
3
)

(0
.0
0
3
)

大
卒
以
上
人
口
比
率

0
.0
4
6
∗∗

∗
0
.0
6
4
∗∗

∗
0
.0
6
6
∗∗

∗
0
.0
1
7
∗∗

0
.0
2
6
∗∗

∗
0
.0
2
6
∗∗

∗
0
.0
1
3

0
.0
1
9
∗∗

0
.0
1
9
∗∗

(0
.0
1
0
)

(0
.0
1
0
)

(0
.0
1
0
)

(0
.0
0
8
)

(0
.0
0
8
)

(0
.0
0
8
)

(0
.0
0
9
)

(0
.0
0
9
)

(0
.0
0
9
)

第
1
次
産
業
比
率

−0
.0
1
3
∗∗

∗
−0

.0
1
1
∗∗

∗
−0

.0
1
2
∗∗

∗
−0

.0
1
4
∗∗

∗
−0

.0
1
4
∗∗

∗
−0

.0
1
4
∗∗

∗
−0

.0
1
3
∗∗

∗
−0

.0
1
2
∗∗

∗
−0

.0
1
2
∗∗

∗
(0
.0
0
3
)

(0
.0
0
3
)

(0
.0
0
3
)

(0
.0
0
2
)

(0
.0
0
2
)

(0
.0
0
2
)

(0
.0
0
3
)

(0
.0
0
3
)

(0
.0
0
3
)

第
2
次
産
業
比
率

−0
.0
1
0
∗∗

∗
−0

.0
0
9
∗∗

∗
−0

.0
0
9
∗∗

∗
−0

.0
1
0
∗∗

∗
−0

.0
0
9
∗∗

∗
−0

.0
0
9
∗∗

∗
−0

.0
1
0
∗∗

∗
−0

.0
1
0
∗∗

∗
−0

.0
1
0
∗∗

∗
(0
.0
0
2
)

(0
.0
0
2
)

(0
.0
0
2
)

(0
.0
0
2
)

(0
.0
0
2
)

(0
.0
0
2
)

(0
.0
0
2
)

(0
.0
0
2
)

(0
.0
0
2
)

1
5
–
2
9
歳
人
口
比
率

−0
.0
0
4

−0
.0
0
5

−0
.0
0
4

−0
.0
0
2

0
.0
0
2

0
.0
0
2

−0
.0
2
0
∗

−0
.0
1
7

−0
.0
1
7

(0
.0
0
9
)

(0
.0
0
9
)

(0
.0
0
9
)

(0
.0
1
0
)

(0
.0
1
0
)

(0
.0
1
0
)

(0
.0
1
1
)

(0
.0
1
1
)

(0
.0
1
1
)

6
5
歳
人
口
比
率

0
.0
1
8
∗∗

0
.0
1
9
∗∗

0
.0
2
0
∗∗

0
.0
2
1
∗∗

∗
0
.0
2
6
∗∗

∗
0
.0
2
6
∗∗

∗
0
.0
0
5

0
.0
0
7

0
.0
0
6

(0
.0
0
9
)

(0
.0
0
9
)

(0
.0
0
9
)

(0
.0
0
8
)

(0
.0
0
8
)

(0
.0
0
8
)

(0
.0
0
9
)

(0
.0
0
9
)

(0
.0
0
9
)

人
口
密
度
（
対
数
値
）

0
.0
1
7

0
.0
2
2

0
.0
2
2

0
.0
0
5

−0
.0
0
3

−0
.0
0
3

0
.0
2
0

0
.0
2
1

0
.0
2
0

(0
.0
1
8
)

(0
.0
1
8
)

(0
.0
1
8
)

(0
.0
1
7
)

(0
.0
1
7
)

(0
.0
1
7
)

(0
.0
2
0
)

(0
.0
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0
)

(0
.0
2
0
)
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ー
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es
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es
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es
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測
数

3
1
4
7

3
1
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7

3
1
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7

3
1
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6

3
1
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6

3
1
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6

1
6
7
9

1
6
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9
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6
7
9
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数
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度

−1
4
1
8
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3

−1
4
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8
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5
1
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4
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4
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9
0
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0
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6
8
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1
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